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福岡県農林水産部 週休２日工事試行要領 

１ 目的 

本要領は、建設現場における労働環境の改善を図るため、福岡県農林水産部が発注する週休

２日工事の実施に必要な事項を定める。なお、水産局が発注する工事における週休２日工事に

ついては、別途定める。 

 

２ 定義 

（１）週休２日工事 

  現場閉所による週休２日工事及び週休２日交替制工事の総称をいう。 

 

（２）現場閉所による週休２日工事 

１）週休２日 

４週６休以上の現場閉所率を達成したと認められる状態をいう。なお、下記の３区分とする。 

①４週６休  ②４週７休  ③４週８休 

２）現場閉所 

巡回パトロールや保守点検等、現場管理上必要な作業を行う場合を除き、現場事務所での事

務作業を含めて１日を通して現場や現場事務所が閉所された状態をいう。 

３）対象期間 

工事着手日から工事完成日までの期間をいう。 

ただし、「（４）共通 １）対象期間外」に該当する期間は含まない。 

４）工事着手日 

実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量をいう。）、詳細設計付工事

における詳細設計又は工場製作を含む工事における工場製作工のいずれかに着手することを

いう。 

５）工事完成日 

しゅん工届に記載のしゅん工年月日をいう。 

６）現場閉所率 

   現場閉所率＝ 対象期間内の現場閉所日数 ÷ 対象期間の日数 

 

（３）週休２日交替制工事 

１）週休２日 

４週６休以上の平均休日率を達成したと認められる状態をいう。なお、下記の３区分とする。 

①４週６休  ②４週７休  ③４週８休 

２）休日 

対象者が当該工事の現場作業（現場事務所での事務作業を含む）を２４時間を通して行って

いない状態をいう。 

  ３）対象者 

当該工事に係る元請け及び施工体制台帳記載の下請け（建設工事の請負契約分のみ）全ての

技術者、技能労働者及び現場代理人をいう。但し、休日を含んだ1カ月を連続して従事してい
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ない者は除く。 

４）対象期間 

対象者が当該工事に従事した期間をいう。 

ただし、「（４）共通 １）対象期間外」に該当する期間は含まない。 

５）休日率 

   休日率＝ 対象期間内の休日日数 ÷ 対象期間の日数 

６）平均休日率 

   平均休日率＝ 対象者の休日率の合計 ÷ 対象者数 

  

（４）共通 

１）対象期間外 

① 年末年始の期間（12月29日～1月3日の６日間）及び夏季の期間（8月13日～8月17日のう

ち連続した３日間） 

② 工場製作のみを実施している期間 

③ 工事全体を一時中止している期間 

④ 余裕期間のほか、発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間 

⑤ 災害その他避けることのできない事由がある場合など 

２）４週６休 

現場閉所率又は平均休日率が２１.４％（６日／２８日）以上２５．０％未満のことをいう。 

３）４週７休 

現場閉所率又は平均休日率が２５．０％（７日／２８日）以上２８．５％未満のことをいう。 

４）４週８休 

現場閉所率又は平均休日率が２８．５％（８日／２８日）以上のことをいう。 

 

３ 対象工事 

以下の工事を除く全ての工事を対象とする。 

・応急工事などの災害緊急対策工事（災害の本復旧工事は含まない） 

・維持工事 

・その他、週休２日工事に適さないと判断される工事 

 

４ 発注方式 

現場閉所による週休２日工事を原則とするが、現場条件の制約や社会的要請等により現場閉

所を行うことが困難な工事については、週休２日交替制工事とすることができる。なお、いず

れの場合においても受注者希望型※とする。 

※受注者希望型：発注者が週休２日工事の対象として発注し、工事契約後に受注者が週休２日工事を実施す

るか否かを判断するもの。 

 

５ 工事費の積算 

（１）共通 

   事業ごとに、週休２日の各区分に応じた補正係数（別紙１－１、１－２）を各経費等に乗じ
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る。 

（２）現場閉所による週休２日工事 

発注時は原則として４週８休達成を前提とした積算を行い、達成状況を確認後、４週８休に

満たない場合は、その達成状況に応じ減額変更する。ただし発注時に４週６休以上４週８休未

満となる場合は各区分に応じた積算を行い、達成状況に応じて変更する。 

（３）週休２日交替制工事 

発注時は従来通りの積算を行い、達成状況を確認後、４週６休以上の場合は、その達成状況

に応じ増額変更する。 

 

６ 実施方法等 

（１）条件明示等 

   発注者は週休２日工事（現場閉所による週休２日工事又は週休２日交替制工事のいずれか）

の対象であることを特記仕様書に明示する。 

（２）受注者による意思表示 

   受注者は契約後速やかに、週休２日工事実施の意向を「工事打合せ簿」（別紙２）により発

注者に報告する。実施する場合は、予定する週休２日工事の内訳を記載した休日取得計画・実

績表（別紙３または別紙４）を併せて提出する。なお、週休２日達成を目的とした工期変更は

行わない。 

（３）工事看板による標示 

受注者は、週休２日工事を実施する場合は次のとおり工事看板に標示し、現場に設置する。 

・現場閉所による週休２日工事は「週休２日工事」と標示する。 

・週休２日交替制工事は「週休２日交替制工事」と標示する。 

（標示例 別紙５） 

（４）実施報告 

受注者は休日取得計画・実績表に、現場作業日と現場閉所日又は休日が分かるように取りま

とめ、毎月１回提出する（記載例 別紙３または別紙４）。 

（５）工期変更時の対応 

設計変更等により工期が変更となる場合、受注者は休日取得計画・実績表の内容を変更し提

出する。 

（６）監督員等の対応 

監督員は週休２日工事の実施にあたり、緊急を要する工事等やむを得ない場合を除き、休日

の前日等、休日中の作業が発生するような指示は行わない。 

監督員及び工事成績評定で加点を行う職員（課長等）は、提出された休日取得計画・実績表

により、週休２日工事の実施状況を確認する。 

（７）週休２日交替制工事における実施上の留意点 

現場代理人（主任技術者又は監理技術者）が休日中に、現場の作業が必要となる場合は、現

場代理人若しくは以下のいずれかの者が発注者との連絡体制が確保されており、適切な施工が

できる体制を確保することとする。 

（１）主任技術者又は監理技術者（現場代理人と兼務していない場合） 

（２）必要な資格を有する代理の技術者（主任技術者（又は監理技術者）相当の基準を満たす
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もの） 

 

７ 工事成績評定 

   ４週６休以上を達成した場合、係長及び課長は工事成績評定の「２．施工状況」の「Ⅱ．工

程管理」について原則ａ評価とする。ただし、他の事項で著しく低く評価する内容が確認され

る場合は、ａ評価としないことが出来る。 

また、４週８休を達成した場合は「５．創意工夫」の【その他】についても２点の加点とし、

評定点において最大０．８点の加点を行う。 

   なお、週休２日を達成できなかった場合であっても、減点は行わない。 

 

８ 週休２日工事実施証明書 

週休２日工事を実施した場合、発注者は完成を確認した後に週休２日実施証明書（別紙６）

を発行する。 

 

９ その他 

（１）対象工事においてアンケート調査を実施する場合、受注者は調査に協力しなければならない。 

（２）この要領に定めのない事項や、すでに公告及び指名通知を行っている工事については、必要   

に応じて受発注者で協議し定める。 

   

附 則  

この要領は、平成 31 年 2 月 7日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。  

附 則 

この要領は、令和 2 年 10 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和 3 年 10 月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和 4 年 10 月 1 日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和 5 年 8 月 10 日から施行する。 

 附 則 

この要領は、令和 5 年 10 月 1 日から施行する。 
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別紙１－１ 
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別紙１－２ 
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別紙２ 



8 

 

 

 

 



9 

 

 



10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙５ 参考例 

現場閉所による週休 2 日工事 週休 2 日交替制工事 

別
紙
４

 



11 

 

 

 

 

別紙６ 
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現場閉所による週休２日工事 実施項目一覧 

 

時 期 項 目 受注者 発注者 

発注時 

積算 ― 

当初予定価格から４週８休以

上の補正を計上 

【要領5(2)】 

特記仕様書 ― 
対象工事に記載 

【要領6(1)】 

契約後 
取組の 

意思表示 

実施の有無を工事打合せ簿に

より速やかに協議 

【要領6(2)】 

受理。実施しない場合は、次

回変更時に各経費等の減額補

正を行う 

【要領6(2)】 

実施する場合は、休日取得計

画・実績表を提出 

【要領6(2)】 

確認 

工事中 

準備工 

工事看板へ「週休２日工事」と

表示し掲示 

【要領6(3)】 

現場確認 

実施報告 

月１回 

休日の取得状況を報告 

【要領6(4)】 

休日の取得状況の確認 

【要領6(6)】 

変更時 設計変更 ― 

４週８休未満であった場合は、

各経費等の減額補正を行う 

【要領5(2)】 

完了後 

工事成績 

評定 
― 

取組みに応じて加点 

【要領7】 

アンケート

調査 

アンケート調査が実施される

場合、アンケートの提出 

【要領9(1)】 

受理 

実施証明書 ― 
実施証明書の発行 

【要領8】 

（参考
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週休２日交替制工事 実施項目一覧 

 

時 期 項 目 受注者 発注者 

発注時 

積算 ― 

従来度通りの積算（発注時は

補正しない） 

【要領5(3)】 

特記仕様書 ― 
対象工事に記載 

【要領6(1)】 

契約後 
取組の 

意思表示 

実施の有無を工事打合せ簿に

より速やかに協議 

【要領6(2)】 

受理 

実施する場合は、休日取得計

画・実績表を提出 

【要領6(2)】 

確認 

工事中 

準備工 

工事看板へ「交替制による週休

２日工事」と表示し掲示 

【要領6(3)】 

現場確認 

実施報告 

月１回 

休日の取得状況を報告 

【要領6(4)】 

休日の取得状況の確認 

【要領6(6)】 

変更時 設計変更 ― 

４週６休以上の達成が確認で

きた場合は、各経費等の補正を

行う 

【要領5(3)】 

完了後 

工事成績 

評定 
― 

取組みに応じて加点 

【要領7】 

アンケート

調査 

アンケート調査が実施される

場合、アンケートの提出 

【要領9(1)】 

受理 

実施証明書 ― 

実施証明書の発行 

【要領8】 

 

（参考２） 


